
 

業務委託基本契約書 

 株式会社 CSI Lead（以下、「甲」という。）と、 シンテイ警備株式会社 （以下、「⼄」と
いう。）とは、甲が発注元（以下、「丙」という。）との間に締結した下記第 2 条「個別業務の
内容」の委託または請負契約について次の通り基本契約を締結する。 

第 1 条（契約の⽬的） 

 甲が本契約に基づき個別業務を⼄に委託し⼄がこれを受託することに関し、その基本項⽬
を定める。 

第 2 条（個別業務の内容） 

 甲が⼄に委託する業務は、次に定める業務全部または⼀部とする。 

（1） 交通誘導警備業務 

（2） 雑踏警備業務 

（3） その他警備業務 

第 3 条（個別業務の委託契約成⽴） 

 個別業務の委託契約（以下、個別契約という。）は、甲⼄間において契約書が締結された時
点、或いは、甲の発⾏する警備依頼書に対し、受託した旨の意思表⽰を書⾯にて候に提出し
た時点にて成⽴するものとする。なお、個別契約で本契約と異なる定めをした場合には、個
別契約が本契約に優先するものとする。 

第 4 条（権利義務の譲渡禁⽌） 

 ⼄は、この基本契約及び個別契約によって⽣じる権利または義務を第三者に譲渡し、また
は、継承させてはならない。 

第 5 条（第三者への再委託） 

１． ⼄は、個別契約の義務の全部または⼀部を第三者に委託するとき、甲に対し事前にそ
の旨を通知し、甲の承諾を得て⾏う。 

２． ⼄は、前項に基づく承諾を得て第三者に委託した業務の遂⾏と結果について、本契約
と個別契約に定める義務を免れない。 

第 6 条（監理者） 

１． ⼄は、甲の⾏う義務について⾃⼰に代わって管理⼜は指⽰を⾏う監理者を定め、⼄に



通知するものとする。 

２． 監理者は、この基本契約書及び個別契約並び警備依頼書で定める委託要項に定められ
た事項の範囲内において、次の各号の職務を⾏う。 

（1） ⼄に対して警備計画書および警備要領の調整を図ること。 

（2） 丙からの指⽰を伝達すること。 

（3） 警備業務実施場所における⼄のほか協⼒事業者等との連絡調整を⾏うこと。 

（4） ⼄の⾏う委託業務に⽴会い、⼜は必要な管理を⾏い、もしくは次条の規定によ
る⼄の監督者に対して指⽰を与えること。 

第 7 条（監督者） 

１．⼄は、個別契約に係る業務に関し、技術上その他⼀切の事務を管理する監督者を定
め、甲にその都度通知するものとする。 

２．⼄は警備の実施にあたり、⼄の警備員に対し、⼀切の指揮、命令を実施するととも
に、管理、指導、教育及び⾵紀、衛⽣、規律の維持並びに⾝元に関する⼀切の責任を
負うものとする。 

第 8 条（検査、引渡し、業務完了） 

１．⼄は業務が完了⼜は部分完了したときは、その旨をもって甲に通知するとともに、事
前に甲⼄間で協議の上決定した、⼄の警備報告書類⼀式を必要に応じ提出するものと
する。 

２．甲は、⼄から前項の書類等の提出を受けたときは、直ちにその検査を実施し、適合で
あると判断した場合、甲は延滞なくその引渡を⼄から受けるものとする。但し後刻丙
より甲に対し、適正ではない等不適合との判断がなされた場合はこの限りではない。 

３．検査に合格しないときは、⼄は、延滞なく補正して甲の再検査を受けるものとする。 

４．前各号に規定する検査に合格した⽇をもって「業務完了の⽇」とする。 

第 9 条（著作権） 

 前条の書類等の著作権は、当該書類等に基づき甲が前条第 2 項の引渡しを受けたとき、⼄
から甲に移転するものとする。 

第 10 条（瑕疵担保責任） 

 業務完了⽇以降に業務及び書類等に瑕疵が発⾒されたとき、⼄は、無償で補正を⾏うもの
とする。 

 



第 11 条（⽀払条件） 

 甲は⼄に対し、業務委託の対価として委託料を⽀払うものとし、⽀払⽅法は次のとおりと
する。 

（１） 委託料 

甲が⽰す発注書の額により請求するものとする。 

（２） ⽀払期限 

業務完了⽇の⽉末締め翌⽉末までに⽀払うものとするが、その業務の特質性などに
より、変更する場合もある。その場合の期⽇は事前に甲⼄協議の上これを決定する
ものとする。 

（３） ⽀払⼿続き 

⼄は、第 8 条に規定する検査合格を受けた契約代⾦を、⽉末に締切り請求書を甲に
提出し甲は締め切りの翌末までに⼄名義の銀⾏⼝座に振り込むことにより⽀払うも
のとする。 

（４） 消費税 

当該委託料に掛かる消費税は、消費税法に基づく消費税率を乗ずることにより算出
し、委託料に加算して請求する。算出に関し 1 円未満の端数が出た場合には、端数
を切り捨てるものとする。 

第 12 条（⽀払代⾦の相殺） 

 個別契約により甲が⼄から徴収できる⾦銭債権があるときは、その状況により甲は⼄への
⽀払代⾦を相殺することができる。 

第 13 条（装具・資機材の負担） 

 作業に必要な装具・資機材・消耗品等については原則として⼄の負担とするが、その業務
内容によっては、通常警備業務実施に最低必要な資機材（⼄指定の夜⾏チョッキ・誘導
灯・無線機・拡声器・懐中電灯・警戒棒）以外の必要と判断される場合、その都度甲⼄協
議の上、これを決定するものとする。 

第 14 条（機密保持義務） 

１．⼄は、業務により知りえた甲及び丙の技術上、販売上、その他義務上の機密を本契約
期間中はもとより、本契約終了後も第三者に対しては開⽰、漏洩しないものとする。 

また、その他機密を漏洩する疑いをもたれる⾏為をしてはならない。 

２．⼄は、⼄の警備員・関係者等に対し、⼄と同様の機密保持厳守義務を課さなければな
らない。 



第 15 条（損害賠償責任） 

１．⼄は業務の遂⾏に付き、第三者⼜は甲並びに丙に損害を与えたときは、直ちにその旨
を甲に届け出るものとする。 

２．前項の損害が⼄の責に帰すべき理由に因る時は、⼄はその損害の賠償責任を負うもの
とする。 

３．⼄は、甲と契約を締結するにあたり、必ず適正額の賠償責任保険を付保し、その証券
の写しを甲に提出しなければならない。 

４．⼄の責に帰すべき事由により、前条に規定する事項に違反し、これに相当する因果関
係があると判断される損害を甲または丙が顧客に賠償するに⾄った場合、⼄は、当該
損害を賠償する責任を負うものとする。 

５．第 8 条 2 項に規定する引渡前に、警備報告書など必要書類等を紛失したことにより、
⽣じた損害は⼄の負担とする。 

６．賠償額の上限は以下のとおりとする。 

事故（対⼈）１事故１０億円（１名につき１億円） 

事故（財物）１事故１０億円 

 

第 16 条（免責） 

 ⼄は、次の各号に起因する損害についいては、賠償⼜は補償の責に任じないものとする。 

１．⼄は、天災、地変、戦争、暴動、その他不可抗⼒による場合。 

２．警備対象施設の建造物⼜は、物品⾃体の瑕疵に基づく場合。 

３．丙の従業員、下請⼈、出⼊り業者等関係者の故意⼜は、過失に基づく場合。 

４．交通事故等第三者の過失による場合。 

５．その他社会通念上、⼄の責に帰すべき事由によらないと判断される場合。 

第 17 条（業務の変更、中⽌） 

１．甲は、必要がある場合には業務内容を変更し、⼜は業務を⼀時中⽌し、若しくこれを
打ち切ることができる。この場合において個別契約⾦額⼜は委託期間を変更する必要
があるときは、甲⼄協議の上別途これを定めるものとする。 

第 18 条（技術上の協⼒） 

 ⼄は、第 8 条 2 項規定する引渡し終えた書類等により甲が他の業務を実施するにあり甲の



求めがあったときは甲に対して、必要な術上協⼒を⾏うものとする。 

第 19 条（契約の解除） 

１．甲または⼄は 3 か⽉前に相⼿⽅に通知した上で、理由の如何を問わず、本契約および
個別契約全部⼜は⼀部を解除することができる。 

２．甲または⼄のいずれかに次の各号の⼀に該当する事由が⽣じた時、相⼿⽅はいつでも
何らかの催告を⾏うことなく、本契約および個別契約の全部または⼀部を解除するこ
とができる。 

（１） 本契約または個別契約に違反し相⼿⽅より相当期間を定めて催告されたにもか
かわらず是正しないとき。 

（２） 正当な理由なく期間内に契約を履⾏する⾒込みがないと判断した場合。 

（３） 相⼿⽅に重⼤な損害を与え、または重⼤な危害を与えたとき。 

（４） 監督官庁より営業の取消、停⽌等の処分を受けたき。 

（５） 仮差押、仮処分、強制執⾏、競売等の申し⽴てがあったとき。 

（６） 法的倒産⼿続きによる⼿続き開始の申し⽴てがあったとき、または清算⼿続き
に⼊ったとき。 

（７） ⽀払停⽌、⽀払不能等の事由が⽣じたとき。 

（８） 合併、解散または営業の全部もしくは⼀部を第三者に譲渡しようとしたとき。 

（９） 財産状態が著しく悪化し、またはその恐れがあると認められる相当の事由があ
るとき。 

３．前項により、本契約及び個別契約が解除された場合、甲⼄双⽅とも⾃⼰の被った損害
について損害賠償請求を⾏うことができる。 

第 20 条（契約の引継） 

 本契約が期間満了あるいは解約等により終了した後、甲が⾃ら業務を⾏いまたは⼄以外の
業者に委託することによって業務の引継を図る場合であって、甲が要求したときは、⼄は甲
またはその業者に対して延滞・遺漏なく業務を引き継ぐものとする。 

第 21 条（契約期間） 

本契約の有効期間は、令和７年８⽉ 1 ⽇から令和 8 年 7 ⽉ 31 ⽇とする。 

但し、甲と丙との契約が失効されたときは、これと同様に本契約もその効⼒を失うも
のとする。 

２．前項による本契約の失効時に、本契約に基づき締結された個別契約が存在するとき 



本契約は当該個別契約の存続期間中有効とする。 

 

第 22 条（警備対象施設の名称・所在地） 

 各業務における警備対象施設の名称所在地については、甲の発⾏する警備依頼書に⽰すも
のとする。 

第 23 条（従事する警備員数・警備⽇時） 

 各業務における警備員数・警備⽇時については、甲の発⾏する警備依頼書に⽰すものと
し、各業務の現場状況・規模等によっては、警備計画書等に基づく詳細を甲は⼄に別途明⽰
するものとする。  

第 24 条（服装） 

 甲の名誉を傷つけることなく、清潔、端正な⼄指定の制服制帽を着⽤するものとする。 

第 25 条（従事する警備員の知識・技能） 

 ⼄は、各業務の状況に応じて丙または甲の指定する、経験知識・技能（有資格者等）をも
った警備員を配置し、その業務の適正実施に務めるものとする。 

第 26 条（報告及び事故発⽣時の措置） 

 ⼄は、第 8 条に定める書類の提出の他、警備対象施設で発⽣した事故・事件・事案・トラ
ブルについては、速やかに甲に報告するものとし、かりそめにも⼄固有の利益の為、その報
告を隠蔽もしくは実施しないことにより発⽣した損害については、全て⼄の責においてそれ
を補償するものとする。または⼈命に関わる事故もしくは重⼤事件発⽣の場合は、甲への報
告を待たず、応急措置・関係機関への通報など適切な措置を実施するものとするが、その後
における丙または甲への報告を免れるものではないとする。 

第 27 条（貸与品の管理） 

 丙より機材・無線機の借⽤が必要な業務にあたっては、機材・無線機を貸与する場合があ
るが、その場合⼄は甲に貸与品受領の旨を書⾯で通知すると共に、その保管にあたっては、
厳重に管理するものとし、万⼀紛失、毀損した場合、事由の如何を問わず延滞なく甲に報告
し指⽰を仰ぐと共に、その損害について補償するものとする。 

第 28 条（苦情処理） 

 ⼄は、各業務を実施するにあたり、苦情を受けた場合その内容を速やかに甲へ報告し、甲
の指⽰により、その処理を⼄の責において誠⼼誠意、可及的かつ速やかに実施し、決して丙
または甲の名誉を傷つけてはならないものとする。さらに⼄の事業所にその苦情処理に関す
る受付簿を具備すると共に、その苦情処理に関する監督者を事前に甲に通知するものとす
る。 



第 29 条（協議事項） 

 本契約に定めがない事項⼜は本契約の各条項の解釈に⽣じた疑義についてはその都度甲⼄
協議の上、信義誠実の原則に基づき解決にあたる。 

第 30 条（管轄裁判所） 

 本契約及び個別契約ならびにそれらに関するすべての契約書における紛争の管轄裁判所は
京都地⽅裁判所とする。 

 

 

本契約成⽴の証として、本電⼦ファイルを作成し、それぞれ電⼦署名を⾏う。なお、本契約 

においては電⼦データである本電⼦ファイルを原本とし、同ファイルを印刷した⽂書は写し 

とする。 

また、本契約書に付与されるタイムスタンプの⽇時にかかわらず、本契約書に記載された作 

成⽇及び契約期間はそれぞれ記載通りの効⼒を有するものとし、当該作成⽇付が当該契約期 

間開始⽇に遅れる場合であっても甲及び⼄は、本契約が当該契約期間開始⽇より有効に開始 

していることを相互に異議なく確認する。 

 

令和  年  ⽉  ⽇ 

 

 

 


